
■令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実績

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金充当

経費

国庫補助額 その他（一般

財源や補助対

象外経費

等）

1 令和５年度第２回

北川村住民税非課

税世帯生活支援給

付金(低所得者世

帯給付金)【事業

費】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の

生活を維持する、②低所得世帯への給付金及び事務費、③給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　250世帯×70千円、事務費　　585

千円、事務費の内容　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）

業務委託料　として支出]、④R５年度分の住民税非課税世帯　（250

世帯）

15,120,000 11,256,000 3,864,000

住民の生活向上に繋げ

た。

1 令和５年度第２回

北川村住民税非課

税世帯生活支援給

付金(低所得者世

帯給付金)【事務

費】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の

生活を維持する、②低所得世帯への給付金及び事務費、③給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　250世帯×70千円　事務費　585千

円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　として支出]、④R５年度分の住民税非課税世帯　（250世

帯）

510,400 402,000 108,400

住民の生活向上に繋げ

た。

10 北川村事業者支援

物価高騰対策給付

金支給事業

①原油価格や物価高騰に伴い、厳しい経営状況が続いている村内事業

者(農業者も含む)に対して、緊急的に給付金を支給し、事業の継続を支

援するもの、②給付金、③村内の事業者に対してR5年の確定申告の状

況により収入額50～100万円、100～200万円等12段階に分けて最低

1万円～上限20万円の給付金を支給する。農業関係：160事業者×

3.875万円（平均値）=6,200千円、商工関係：53事業者×7.906

万円（平均値）≒4,190千円、計　10,390千円、④村内事業者（農

業者含む）

6,120,000 6,120,000 0

事業者の事業継続に繋

げた。

11 住民税非課税世帯

等に対する臨時特

別給付金事業(住

民税非課税者)

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響を受けている

住民税非課税者を対象とし、19歳～74歳までの方には15千円を、勤労

所得が無い年齢階層である75歳以上の後期高齢者には20千円を給付

するもの、②給付金、③【給付金】合計9,435千円、19歳～74歳　265

人×15千円＝3,975千円、75歳以上　273人×20千円＝5,460千

円、④19歳以上の令和5年度住民税非課税者

0 0 0

住民の生活向上に繋げ

た。

12 住民税非課税世帯

等に対する臨時特

別給付金事業(子

育て世帯)

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響を受けている

子育て世帯に対し、子ども(0～18歳)1人につき20千円を給付するもの、

②給付金・事務費、③【給付金】対象者126人×20千円＝2,520千

円、【事務費】合計212千円、需用費（消耗品、印刷製本費）＝19千

円、役務費（郵便料）＝39千円、委託料（システム改修）＝154千

円、④0歳～18歳までの子どもを持つ子育て世帯

1,641,000 1,641,000 0

住民の生活向上に繋げ

た。

13 介護事業者等物価

高騰対策支援給付

金

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響を受けている

介護事業所に対し、施設利用者への配食サービス等の継続を支援するの

ため補助を行うもの、②補助金、③補助金1,050千円、④村内の介護事

業所

0 0 0

介護事業の事業継続に

繋げた。

事業実施による効果No. 事業の名称 総事業費

財源内訳


